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第１章　計画策定の基本的な考え方　
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１　計画策定の背景
春日井市では、「人と地域が輝き、安全安心で躍動する都市」を新たな将来像とし、その実現に向けた指針として、平成20年２月に第五次春日井市総合計画（新長期ビジョン2008－2017）を策定しました。

　この第五次春日井市総合計画の中で、「社会環境の変化や市民の要望に的確に応えつつ、本市が持続して成長していくためには、これまで進めてきた住宅都市のまちづくりに加えて、産業の振興による活性化に向けた取組みがこれまで以上に必要になっている」旨が示されています。

第五次春日井市総合計画の目標にある「にぎわいと活力に満ち、未来に輝くまち」の実現に向け、本市の地理的優位性を十分に発揮し、新たな企業誘致や産業の育成によって地域経済の振興を図ることなどが求められています。
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２　計画策定の趣旨

産業振興には、市外からの優良企業誘致のほか、市内企業の技術の高度化や規模の拡大などに向けた成長支援、新たな産業の芽の苗床としてのイノベーション（技術革新）の創出・創業支援など、多方面からのアプローチが必要となっています。

　また、これらの支援については、市以外にも、国、県、商工会議所等の各種団体、大学等研究機関、金融機関などが多層的に支援機能を有しており、さまざまな活動を展開しています。

こうした中、本市を取りまく産業界の状況と今後の方向性を見定めつつ、必要となる支援機能を整理し、関係機関の効果的な分担体制を構築することで、地域の政策資源（ひと、もの、かね、ちえ、わざ）を広く活用して、最大の効果が得られるように戦略性を持った実行計画づくりが重要となっています。

先に、第五次春日井市総合計画により示された、本市の産業振興の目指すべき方向性についての「計画」を具体的に「実施」していくためにも、「施策の優先順位・主体・手法」を明らかにし、「市が強化すべき機能とその内容」を整理することで、「企業誘致」、「企業の育成・活動支援」、「創業支援」の３つを柱とする戦略的実行計画を策定するものです。
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３　計画策定にあたっての基本的事項

（１）　計画の位置付け

第五次春日井市総合計画の目標４に掲げられている「にぎわいと活力に満ち、未来に輝くまち」を実現するための実行計画

○　市外から優良な企業を誘致するための指針

○　市内企業の技術の高度化や規模の拡大などに向けた成長支援のための指針

○　新たな産業の芽の苗床としてのイノベーション創出・創業支援のための指　　　
　　針
（２）　計画の実施期間
　　平成21年度～平成25年度　５年間

産業振興アクションプランの基本イメージ
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第２章　春日井市の産業の現状と課題

第２章　春日井市の産業の現状と課題
１　開業率の高い地域特性
春日井市の事業所数（平成18年）は、10,853事業所で、愛知県全事業所の3.3％を占めています。平成16年との比較では、事業所数の伸び率は3.1％であり、愛知県内の中核市や本市周辺の国道155号沿線の自治体（以下、比較自治体）との比較では、最も高い伸び率を示しています（表-1）。
表-1　事業所数及び伸び率

	　
	平成16年
	平成18年
	　

	　
	事業所数(民営）
	県内構成比
	事業所数(民営）
	県内構成比
	H18/H16伸び率

	春日井市
	10,530 
	3.2%
	10,853 
	3.3%
	3.1%

	豊橋市
	15,845 
	4.8%
	15,767 
	4.8%
	△0.5%

	岡崎市
	14,624 
	4.5%
	14,670 
	4.5%
	0.3%

	一宮市
	16,966 
	5.2%
	16,587 
	5.1%
	△2.2%

	瀬戸市
	5,462 
	1.7%
	5,315 
	1.6%
	△2.7%

	刈谷市
	5,377 
	1.6%
	5,375 
	1.6%
	0.0%

	豊田市
	13,377 
	4.1%
	13,737 
	4.2%
	2.7%

	小牧市
	6,444 
	2.0%
	6,515 
	2.0%
	1.1%

	愛知県
	328,490 
	100.0%
	328,229 
	100.0%
	△0.1%


（資料）事業所統計
　　　　　
事業所の開業率（平成18年）をみると、本市は16.8％の高い割合を示しており、比較自治体より突出して高いものとなっています（図-1）。
開業率が高い理由としては、名古屋市に隣接しており利便性が高いこと、不動産コストが名古屋市に比べ相対的に低いこと、従業員確保の面で相対的に逼迫感が少ないことなどが要因として考えられます。
図-1　事業所の開業率


２　工業の活性化が課題
春日井市の工業（平成18年）は、事業所数876社、従業者数25,507人、製造品出荷額等7,321億円であり、比較自治体では一宮市と同規模の産業規模を有しています。
製造品出荷額等の推移をみると、平成９年をピークに低下、平成14年に底を打った後、増加基調となっているものの、自動車産業の集積がみられる豊田市、岡崎市、豊橋市等と比較した場合、伸び率は大きなものではなく、格差が広がっています（図-2）。
また、平成14年から平成18年にかけて、製造品出荷額等は約12％の増加となっていますが、工場敷地面積は4%の伸びにとどまっています（図-3）。
このため、既存敷地の手狭感が高まっているものと考えられます。
図-2　製造品出荷額等の推移　　　　　　　　　　　図-3　工場敷地面積の推移

（資料）製造品出荷額等：工業統計、工場敷地面積：あいちの工業
○Ｙ軸の目盛間隔が豊田市とその他の市では異なります
○岡崎市、一宮市、豊田市は合併前の旧市町村を足したもの

３　自動車産業に特化しない多様な産業構造

春日井市の産業構造は、パルプ・紙・紙加工品を始め、家具・装備品、印刷・同関連業、プラスチック製品、金属製品、一般機械器具、電気機械器具で、事業所数、従業者数、製造品出荷額等のいずれも特化係数※が高くなっています。愛知県では、自動車関連産業（輸送用機械器具、鉄鋼業など）が高い割合となっていますが、本市では、同関連産業の割合は高いものではなく、多様な産業構造になっています（図-4）。
※特化係数：製造業の中分類別事業所数、従業者数、製造品出荷額等の構成比を、全国の値で除したもので1.0以上の産業は、全国の当該産業と比べて、集積が高いことを示しています。
図-4　中分類別特化係数にみる産業構造
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４　駅周辺の商業の活性化が課題


春日井市の商業は、国道19号沿線に郊外型店舗の発展した集積がみられます。
鉄道駅周辺には、勝川駅、味美駅を除き大型店舗との近接性がなく、集客効果において商店街と大型店舗が連動することが難しい状況となっています。中央線沿線では、神領駅を除き、勝川駅、春日井駅、高蔵寺駅のいずれも平成6年と平成16年の比較では、販売額を落としています（図-5）。また、商業求心力※１（平成19年）は0.89となっており、商業人口※２の流出がみられます（図-6）。
※１商業求心力：商業人口／常住人口、商業人口は愛知県人口に年間販売額の本市県内シェアをかけたもの

※２商業人口＝（各市の小売業年間商品販売額／愛知県の小売業年間商品販売額）×愛知県人口

図-5　駅500m圏の商業推移






（資料）あいちの商業、GISソフト利用
○「その他」は、春日井市全体の値から各駅500m圏の値を差し引いて算出しています。　
図-6　商業求心力の推移


５　小規模な商業者の活性化が課題

売場面積規模別の事業所数及び年間販売額の平成6年と平成16年を比較すると、500㎡未満の小規模な商業者では、店舗数・販売額とも３割近く低下しています。一方、500㎡以上3,000㎡未満、3,000㎡以上の商業者では、店舗数を大きく伸ばしているものの、販売額の伸びは、相対的に低くなっています(図-7)(図-8）。
図-7　売場面積規模別の事業所数の推移




図-8　売場面積規模別の年間販売額の推移




（資料）愛知の商業　　○（　）内は伸び率、岡崎市、一宮市、豊田市は合併前の旧市町村を足したもの　
６　求められる都市型観光のアプローチ

観光資源数と年間入り込み客数の関係（平成18年）をみると、春日井市は、資源数、入り込み客数ともに低い数値にとどまっており、いわゆる一般的な観光地としての要素が不足している状況がみられます（図-9）。
このため、観光振興の方向としては、地域の自然・歴史資源に大きく依存しない都市型観光（魅力的・個性的な物販・飲食機能による来訪者拡大）、産業観光（工場見学など）、イベント関連などに関するアプローチが必要になるものと考えられます。
図-9　観光資源数・入り込み客数の関係
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○年間入り込み客数はイベント関連の入り込みを除く
○平成18年データ

７　アンケートにみる産業活性化の課題

　■アンケート実施概要

	調査形式
	郵送による配布／郵送による回収

	調査時期
	○発送日　　：平成20年7月11日（金）

○回収締切日：平成20年7月25日（金）

	調査対象
	春日井市内に本社または事業所のある企業　1,012社

○製造業　　 ：本社515社、事業所188社（従業員2名以上）

○卸・小売業 ：本社268社（従業員4名以上）

○運輸業(物流)：本社及び事業所41社（3,000㎡以上）

	回収結果
	回収数380社（回収率37.5％）


（１）　助成制度
　国、県、市、商工会議所等で実施している助成事業については、その事業ごとに助成対象範囲が異なるため、全事業所への認知度調査結果を単純比較しにくい面もありますが、中小企業の広い活用が期待される「経営改善のための資金面での支援」において、「知らない」との回答が32.1％ありました。また、「販路開拓・事業化支援」や「産学官の連携への支援」においても、「知らない」との回答が６割を超えており、認知度アップの取組みが必要となっています。一方、助成事業を利用した企業においては、制度の再度の利用を望む意見が総じて高いことから、認知度を高め、制度の利用につなげていくことが重要です（図-10）。
図-10　各区分別 助成事業等の認知度
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今後、充実させてほしい助成事業では、「経営改善のための資金面での支援」「後継者・若手経営者、従業員の育成への支援」がそれぞれ５割を超えたほか、「工場の新設・移転・増設等への支援」「販路開拓への支援」も約４割から要望がありました（図-11）。

図-11　助成事業等で特に充実させてほしい分野
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助成事業等に対する課題では、「助成事業の情報が収集しにくい」が71.2％と圧倒的に多く、このほか、「助成事業の内容が複雑で分かりにくい」「助成事業等についてアドバイスしてくれる体制が整っていない」も３割を超えていました。助成事業の種類や内容の充実に加え、今あるさまざまな助成事業について、分かりやすい情報提供の場が求められています（図-12）。
図-12　助成事業等における課題
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（２）　ビジネスマッチング･研修

ビジネスマッチング関連で、行政・商工会議所がどのような支援を強化すべきかについては、「営業先となる企業情報がほしい」（52.4％）、「ビジネスチャンスやアイデアにつながるヒントがほしい」（34.5％）の順となっており、販路開拓に関連した支援が求められています（図-13）。
図-13　ビジネスマッチングについて強化してほしい支援
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　今後、受けたいと思う研修のテーマについては、「経営戦略・経営計画関連」（42.9％）、「人事・労務関連」（32.1％）、「マーケティング、新商品開発関連」（31.7％）の順となっています（図-14）。
図-14　受けたいと思う研修のテーマ
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（３）　用地需要

春日井市内または春日井市周辺での拡張用地や新設用地などの必要性については、「状況によって必要となる可能性がある」まで含めると、約半数（47.4％）の事業者が用地の必要性を感じており、用地確保が重要な課題となっています（図-15）。また、用地取得の可能性のある事業者のうち、用地の取得・確保の時期について、「1年以内」「2～3年後」「4～5年後」と回答した割合の合計は43.6％であり、用地確保は早急に対応すべき現実の課題となっています（図-16）。
図-15　拡張用地や新設用地などの必要性　　　　　　　図-16　用地取得・確保の時期


用地の利用用途については、「生産施設（工場）」（65.1％）と回答した事業者が最も多く、工業用地に対する需要の高さが伺われます。このほか、「倉庫・配送センター」（22.5％）といった物流関連施設、「従業員用駐車場」（22.5％）といった付帯施設、「オフィス・事務所」（18.9％）の順となっています（図-17）。
図-17　用地の利用用途





（４）　産学連携
産学連携経験の有無については、「産学連携の経験あり」は8.8％にとどまっており、ほとんど（9割以上）の事業者が産学連携を行ったことがありません（図-18）。また、産学連携の経験がある事業者の目的の多くは「技術開発・製品開発」（77.4％）、「試験・性能テスト」（32.3％）となっており、今後、こうした産学連携の成果のＰＲを中心に、広く事業者へ働きかけていくことが求められます（図-19）。
図-18　産学連携経験の有無　　　　　　　　　　　　　　　　図-19　産学連携の目的



　産学連携の経験がない事業者のうち、そもそも産学連携を志向しないと考えられる「研究開発を行っていない」事業者を除けば、「余裕がなく、そもそもきっかけが不足している」（31.6％）が最も多くなっています。一方、別の問いでは、潜在的な需要が確認されており、産学連携のきっかけとなる機会の提供とＰＲの強化が必要となっています（図-20）。
図-20　産学連携を実施しない理由(産学連携の経験がない事業者の回答)


８　業務棚卸にみる施策実施の課題

春日井市の事業所が利用可能な産業育成、商店街、観光関連の助成事業等の施策について、主なものの整理（業務棚卸）を行いました（巻末資料参照）。
各分野とも、国、県、市、商工会議所が助成対象や規模等に応じて分担・補完しつつ施策を展開しており、今後、一層の連携強化を進めながら、効果的な事業実施を行っていくことが必要です。
一方、利用状況においては、国、県の施策で利用条件の厳しいものについて活用の進まないものがみられます。

このため、市・商工会議所の身近な施策事業の充実・活用を図り、幅広い施策利用に結び付けていくことが求められます。
表-2　業務棚卸の概要
【産業育成】
	分類
	小分類
	主な施策の数

	
	
	国
	県
	市
	商

	企業の育成・活動支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	販路開拓の支援
	
	１
	１
	１

	
	知的財産権・認証制度等への支援
	１
	２
	２
	１

	
	経営改善のための資金面での支援
	３
	-
	３
	４

	
	後継者・若手経営者、従業員の育成
	-
	-
	４
	３

	
	工場の新設・移転・増設等への支援
	１
	１
	２
	-

	
	高度化事業による工業用地整備
	4
	-
	１
	-

	
	産学官の連携
	６
	１
	２
	６

	
	新産業開発に向けた支援
	４
	-
	-
	-

	
	外部人材の活用
	-
	１
	１
	２

	
	経営改善のための指導・相談
	-
	-
	１
	４

	企業誘致
	新たな工業用地の検討による優良企業の立地誘導
	１
	１
	２
	-

	起業環境の整備
	創業支援
	１
	-
	１
	１

	【商店街】

	分類
	小分類
	主な施策の数

	
	
	国
	県
	市
	商

	企業の育成・活動支援
	鳥居松・勝川駅周辺・高蔵寺駅周辺及び生活拠点における商業機能の充実
	-
	-
	-
	１

	
	施設整備に対する支援
	-
	１
	６
	１

	
	ソフト事業に対する支援
	-
	１
	２
	-

	
	高度化事業による商店街整備
	３
	-
	-
	-

	
	生活拠点となるようなまちおこしの促進
	-
	-
	１
	１

	起業環境の整備
	創業支援
	１
	-
	１
	-

	【観光】

	分類
	小分類
	主な施策の数

	
	
	国
	県
	市
	商・観

	企業の育成・活動支援
	観光ルートの整備
	-
	１
	１
	１

	
	「春日井サボテン」を活かした特産品開発・ＰＲ
	２
	-
	-
	４

	
	観光協会の再編と機能充実・企業や市民との連携
	-
	-
	１
	７


○主な施策の数の欄については、国は中小基盤整備機構等の独立行政法人を含み、商は商工会議所、観は観光協会を示します。
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第３章　計画の基本的な方向

第３章　計画の基本的な方向

１　計画の役割
「ベッドタウンからライフタウンへ」の推進エンジン
第五次春日井市総合計画において目標に掲げられている「にぎわいと活力に満ち、未来に輝くまち」を実現するために、商工会議所を始めとする関連機関と連携し、政策資源を有効に活用しながら、効果的・効率的な事業を推進することで、地域経済の成長を促し、“ライフタウン”として持続的な発展を可能なものとしていきます。
２　産業振興の将来像（ビジョン）

　
恵まれた立地条件や多様な産業・技術集積を活かしながら産業振興を図るため、本市が目指す将来像（ビジョン）について、次の３つを掲げます。

（１）　恵まれた立地条件のもと中部圏内外から優良企業が集まる春日井

春日井市は、名古屋などの大消費地を控え、納入先となる大手メーカーとの近接性や広域交通アクセスの利便性から、企業の立地環境として恵まれた条件を有しています。また、こうした立地環境は、物流サービス、情報サービスなどの都市型産業の新設も促しています。このような恵まれた立地条件を活かし、中部圏内外からの優良企業が立地し、活発なビジネスが展開される地域づくりを目指します。

　自動車関連産業の集積に特化している愛知県において、本市は、幅広い産業集積がみられることから、そのバランスを維持しつつ、足腰の強い産業形成を図っていきます。

　（春日井市の立地条件に適合する進出事業者のイメージ）

	工  場
	○中部圏に集積する大手メーカーとの近接性を求める製造業

　・航空機部品産業　

・電機、電子部品産業

・自動車部品産業（金属製品、プラスチックなどを含む）など

○名古屋などの大消費地に近接した立地を求める製造業

　・食料品関連製造業

　・印刷、出版関連製造業　など
○中部圏の拠点性を活かし、ショールーム機能を備えた製造業
　・福祉機器、環境貢献商品の工場　など

	研究開発
	○大手メーカーや大消費地との近接性を求める研究開発型企業

・自動車部品、電子部品等の組み込みソフトの開発メーカー

・環境や医療等の新たな市場分野の産業

	物  流
	○中部圏の拠点性や春日井市の交通アクセスの利便性を求める物流関連企業
・近接大手メーカーへの前受けや工場配送を行う物流センター

・通信販売等の商品配送を行う受注配送センター


　

（２）　優れた技術と生産基盤により持続的に企業が成長する春日井

①　技術交流、ビジネスマッチングが盛んな環境づくり

春日井市は、製造業、卸・小売業、サービス業、建設業など、優れた技術やノウハウを有する裾野の広い産業集積がみられます。また、歴史ある工業系学部を有する中部大学に加え、隣接する名古屋市守山区には公設試験研究機関の集積がみられ、これらの活用が期待されます。
一方、本市に集積がみられる、電気・電子分野、紙・加工品、家具・装備品、出版・印刷などは、商品の高度化・デザイン化が進む中で、新たな技術やアイデアによる商品開発が求められています。また、優れた技術を持ちながら、受注・取引に十分に活かしきれていない企業もみられます。

このため、市内企業が、優れた技術やノウハウを活かし高めながら、持続的に発展できるように、技術交流やビジネスマッチングが盛んに行われる環境づくりを進めます。
②　市内企業の生産基盤の維持・拡大
市内の都市化が進展する一方で、生産規模の拡大が続く既存工場においては、拡張移転に対する用地需要が高くなっています。
こうした中、従業員の通勤等の便にも配慮しつつ、市内での工場用地の供給が求められています。

　このため、市内企業が、地元人材を活かし、高い生産能力を発揮できるよう、用地確保などの環境づくりを進めます。

（３）　多様な産学連携のもとイノベーションとビジネスアイデアが創出される　春日井

活力ある産業形成を図っていくためには、常に新たな人材や企業、そして技術や商品が次々に地域から生まれてくる風土が重要です。このことは産業振興だけでなく、商店街を中心とするまちづくりにとっても重要なことになっています。

本市は、創業に適した地の利を有しており、開業率が高い地域特性となっています。また、中部大学等の人材供給機能に優れ、多くのビジネスリーダーが活躍しています。
こうした中、地域のポテンシャルを十分に活用して、産学連携や産産連携を進めることが重要です。

この優位なビジネス環境を活かし、次世代を担う起業家、創業者を育成するとともに、地域一体での起業・創業段階でのサポート体制を強化し、これらに選ばれる地域づくりを進めます。また、地域の人材や技術から、多様な商品、サービス、イベントなどが連鎖的に生まれる地域づくりを進めます。

　

産業振興の将来像（ビジョン）のイメージ










３　基本目標
【顧客の視点】
■基本目標１　企業に選ばれるサービスの提供


市・商工会議所・関連団体などが効果的な分担体制のもとで連携し、企業に選ばれる質の高いサービスの提供を推進します。
産業振興の効果的な実施にあたっては、市と関連団体の連携した取組み強化が不可欠です。とりわけ、市と商工会議所は、行政、産業界のそれぞれの立場から地域の活性化を担っており、その課題解決に向け、一体となった取組みが求められています。
このため、それぞれの組織の長所を踏まえたうえで、効果的な協働・分担を進め、利便性が高く、より質の高いサービスが提供できる体制を構築していきます。
■基本目標２　優れた事業環境の提供　


恵まれた立地条件・交通条件を活かし、事業者や起業家に向け、優れた事業環境の提供を推進します。
　　春日井市は、名古屋との近接性、インターチェンジへのアクセス等において、ビジネス優位性が高い立地面の特性を持っており、県内でも高い開業率となっています。
　　こうした強みを活かし、企業の誘致・育成や創業に適した事業環境を整備していきます。
【業務プロセスの視点】

■基本目標３　連携の促進


　　地域内外のさまざまなマッチングを促進し、取引、連携、協働が積極的に実施される環境・機会の提供を推進します。
販路開拓、新事業創出に対する企業ニーズに対応し、展示、交流、商談といったビジネスマッチングの機会を拡充します。また、技術や製品の開発に効果的な産学連携について、企業と大学の連携の“きっかけ”が不足していることから、機会の提供を充実させていきます。

　　さらに商店街では、今後、「暮らし」「防災」「福祉」「文化」等との幅広い連携について、積極的な姿勢で取組むことが求められていることから、商店街の活性化に向けた自発的な活動を支援していきます。

■基本目標４　情報発信力の強化


春日井のブランド力を高めるため、市内の企業・特産品・街並み等についての情報発信力を強化します。
春日井市は、「ベッドタウンからライフタウンへ」をキーワードに持続的な発展を可能とする新たな都市運営を進めています。
こうした中、企業・特産品・街並み等についての情報発信力を強化し、春日井のブランド力を高めていきます。
【人材育成の視点】

■基本目標５　次世代の担い手育成


　　産業活力の維持・発展に向け、起業家、次世代経営者等の育成を推進します。
　　併せて、商工会議所等の関係機関と連携し、機動的な施策運営ができる人的体制の強化を進めていきます。
　　産業活力の維持・発展のためには、これからの地域を担う人材が重要であり、起業家、次世代経営者等の育成が求められています。
このため、中部大学や商工会議所等と連携し、次世代の担い手育成の機会を拡充していきます。

さらに、施策の効果的な展開のためには、国、県等の関連施策の横断的な情報収集、商工会議所との連携が不可欠となっており、技術開発や設備投資等の企業ニーズを的確に捉え、橋渡し的な役割や迅速な施策立案に結びつける機動力が求められています。
このため、機動力のある組織づくりと人材育成を進めていきます。


　顧客の視点           企業に対する直接的サービスを充実する視点

業務プロセスの視点 　組織の内部体制や間接的な業務を充実する視点

人材育成の視点　　 　学習や人脈づくりなど人材の育成方針に関する視点

４　計画の体系図

春日井市の産業振興の将来像（ビジョン）





５つの基本目標

【顧客の視点】





【業務ﾌﾟﾛｾｽの視点】




【人材育成の視点】



第４章　具体的な取組み

第４章　具体的な取組み


基本目標１　企業に選ばれるサービスの提供

1-1　ワンストップサポート機能の整備
産業振興支援事業の利用拡大に向けて、制度の認知度を高め、窓口体制の充実が求められています。また、各種支援事業は、国、県、市等の機関ごとに類似の事業が多く、利用者に向けてのわかりやすい情報提供が必要となっています。

このため、市と商工会議所が中心となり、金融機関や他の関係機関と連携を取りながら窓口の利便化を図るとともに、各種支援事業のＰＲ・相談にきめ細かに応じるワンストップサポート機能の整備を図っていきます。
◇　ワンストップサポートセンター整備事業　【新規】
	概　　要
	①市と商工会議所が一体となり、産業振興の拠点となるよう、ソフト面での運用を開始します。

②ハード整備の必要性を調査・検討していきます。

	連携先
	商工会議所

	実施時期
	①平成21年度～

②平成21年度（調査・検討）


◇　市・商工会議所の調整会議の設置　【新規】
	概　　要
	市と商工会議所との調整機能を高め、迅速な施策展開が可能となるよう、市長・会頭のトップ連携のもと、部・課長レベルの調整会議を定期的に実施します。

	連携先
	商工会議所

	実施時期
	平成21年度～


ワンストップサポート機能のイメージ









1-2　市内企業に対する助成事業の充実

（１）　新たな設備投資需要への対応

　海外製品とのコスト競争、団塊世代退職に伴う技術継承難等といった厳しい経営環境の中で、省エネルギー対策、ＩＴ化への対応なども再び注目されています。また、人材の確保が大きな経営課題となっており、多様な人材が就労しやすい職場環境が求められています。

このため、事業の高度化・効率化のために行った設備投資に対する助成制度を創設することにより、市内企業の競争力向上を図っていきます。また、バリアフリーや環境関連投資に対する助成についても調査・検討していきます。

◇　設備投資助成事業　【新規】
	概　　要
	①事業の高度化・効率化のために行った設備投資に対する助成制度を創設します。
②バリアフリーや環境関連投資に対する助成について調査・検討していきます。

	連携先
	国、県

	実施時期
	①平成21年度～

②平成21年度（調査・検討）


（２）　信用力向上への対応

企業間での取引先の選別が進む中で、中小企業にとっては、とりわけ信用力を高めることで、取引先の拡大を図っていくことが大きな課題となっており、また、人材確保の面からも重要です。

このため、災害や事故に備え、業務が中断しないような体制づくりが重要であり、災害や事故を被った場合の事業継続の取組みを定めたＢＣＰ※１（事業継続計画）の策定が求められています。

また、個人情報の管理体制を整備することは、企業が社会から信用を得るうえで重要な要件になっており、個人情報の取扱いに関する認証制度であるプライバシーマーク※２の取得は、企業の信用力向上の有効な手段となっています。

さらに、ビジネス界や就職戦線での信用力の確保にあたっては、企業の経営力を審査する専門機関による格付けが有効な手段となっています。

こうした中、これらのＰＲなどに努めるとともに、市内企業に対して制度の有効な活用、計画の策定を促していきます。

※１　ＢＣＰ：Business Continuity Planの略
※２　プライバシーマーク：日本情報処理開発協会が管理する、企業の個人情報の取扱いに関する認定制度。

◇　企業信用力向上事業　【新規】
	概　　要
	ＢＣＰの策定、プライバシーマークや格付けの取得について、制度のＰＲを行うとともに、企業のニーズの把握に努め、助成制度の創設を検討していきます。

	連携先
	国、県、日本情報処理開発協会

	実施時期
	平成21年度（調査・検討）


（３）　中小企業への支援
　現在、実施している中小企業知的財産権取得促進事業、国際標準化機構認証取得促進事業等の中小企業支援については、研修・セミナー等で積極的なＰＲを行い、より多くの中小企業への利用拡大を図っていきます。

　

◇　中小企業知的財産権取得促進事業　【継続】
	概　　要
	知的財産の保護・活用に関する啓発セミナーを実施するとともに、中小企業の国内特許権または国内実用新案権取得に対して助成を行います。

	連携先
	国、商工会議所


◇　国際標準化機構認証取得促進事業　【継続】
	概　　要
	中小企業の国際標準化機構認証取得を促すとともに、助成を行います。

	連携先
	商工会議所


　　　　　　　

◇　商工業振興資金融資信用保証料助成事業　【継続】
	概　　要
	小規模な商工業者の資金調達を支援するため、信用保証料に対する助成を行います。

	連携先
	県、愛知県信用保証協会


◇　中小企業退職金共済助成事業　【継続】

	概　　要
	中小企業退職金共済制度及び特定退職金共済制度への加入を促すとともに、共済掛金の助成を行います。

	連携先
	中小企業退職金共済事業本部、商工会議所


1-3　セミナー等の充実と情報提供
企業経営において、人材価値は大きく高まっており、経営者はもとより従業員も含めた教育機会の充実が求められています。

　このため、中部大学の持つ知的・人的資源を有効に活用し、市と商工会議所が大学と一体となって企画を充実させ、市内企業のニーズにあったセミナー等を開催していきます。また、さまざまなセミナー情報を集約し、企業が活用しやすい仕組みを構築していきます。
◇　実践型セミナーの開催　【拡充】
	概　　要
	市内企業のニーズにあわせ、大学の持つ知的・人的資源を活用した実践的なカリキュラムを作成し、セミナーを開催します。

	連携先
	商工会議所、中部大学、名古屋工業大学

	実施時期
	平成21年度～


◇　研修助成事業　【継続】
	概　　要
	中小企業大学校、春日井中小企業職業能力開発学院（商工会議所）が実施する研修の受講料に対する助成を行います。

	連携先
	中小企業大学校、春日井中小企業職業能力開発学院


　
基本目標２　優れた事業環境の提供　

2-1　工場立地に向けた制度・庁内支援体制の整備

　

工場の立地においては、都市計画法や建築基準法を始めとして、さまざまな法令に基づく諸手続きが求められることから、スムーズな事業推進にあたっては、制度等の改正も視野に、全庁的なバックアップ体制が不可欠となっています。

　また、市内では、このところ工業用地の逼迫状態が続いており、市外転出も視野に入れつつ用地を探す製造業者が多数見られることなどから、市内における工業用地の供給は喫緊の課題となっています。

こうした中、市では、工場立地に向け、従来から関係部局間での連携体制を構築してきましたが、今後、さらに強化し、都市計画の見直し等の検討を進めていきます。

◇　工業用地の確保に向けた制度・庁内支援体制の整備　【新規】
	概　　要
	工場立地の推進に向け、制度等の改正も視野に、庁内会議の設置など、支援体制の整備を進めていきます。

	連携先
	－

	実施時期
	平成21～22年度


◇　企業立地コーディネーター制度の検討　【新規】
	概　　要
	国や県の企業立地部局との連携・機能活用を図りながら、企業立地コーディネーター制度を調査・検討していきます。

	連携先
	国、県、独立行政法人中小企業基盤整備機構

	実施時期
	平成21年度（調査・検討）


2-2　工場立地に対する助成制度などの充実

　

企業誘致に係る市町村間の競争が激しくなる中、助成制度の充実、新たな取組みの強化が必要となっています。企業誘致に対して、周辺自治体とのインセンティブ（進出助成金等の提供）の過当競争は避けなければなりませんが、企業誘致の姿勢を、市内外に示し、広く企業にＰＲしていくことが重要となっています。

このため、地域経済への波及効果や産業の先端性等の一定の条件のもと、工場立地に対する助成制度の充実を図っていきます。
◇　企業立地奨励事業　【新規】
	概　　要
	工場等を立地した企業を支援するため、奨励制度を創設します。

	連携先
	－

	実施時期
	平成21年度～


◇　企業立地等支援事業　【拡充】
	概　　要
	①工場等を立地した企業への助成を行います。（継続）
②県の高度先端産業立地促進補助金の活用により、航空宇宙関連分野等の高度先端産業の立地促進を図るため、助成制度を拡充します。（拡充）
③立地企業が一定期間に雇用した従業員数に応じた助成制度を創設します。（新規）
④市内の中小企業が工場等を立地する場合の助成要件を緩和します。（拡充）

	連携先
	県

	実施時期
	平成21年度～


2-3　企業が連携して行う事業環境整備の支援

　

中小企業は、福利厚生や人材育成において、大企業にはない独自の工夫を行ってきましたが、人材が流動化する中、安定的な人材確保のためには新たな取組みが求められています。一方、中小企業の単独の取組みには限界があることから、人材定着に向けた支援が必要となっています。

このため、地域に根付いた経営を行っている中小企業の強みを活かした取組みを促進するとともに、複数の事業者が連携して行う事業環境の整備に対して支援をしていきます。
◇　工業振興共同事業　【新規】
	概　　要
	複数の事業者が連携して行う共同バス運行（駅と事業所を結ぶ通勤バス）、託児施設等の福利厚生事業、講習会等の共同事業に対して助成制度を創設します。

	連携先
	－

	実施時期
	平成21年度～


2-4　新分野進出支援事業の充実
　

企業が持続的に発展していくためには、常に新たな分野へ進出し、市場獲得を図っていくチャレンジ精神を持つことが不可欠です。一方、そのチャレンジにあたっては、進出する分野が新しいものであるほど、資金調達が困難となります。

このため、企業が新分野に進出するための新商品開発に対して資金面での支援をしていきます。

◇　新分野進出等企業支援事業　【新規】
	概　　要
	ふるさと財団（財団法人地域総合整備公団）の新分野進出等企業支援補助事業の活用により、市内企業の新商品開発と販路開拓を支援するため、助成制度を創設します。

	連携先
	ふるさと財団

	実施時期
	平成21年度～


2-5　インキュベーター機能の整備

　

春日井市は、名古屋市に隣接していることもあり、開業率の高い状況となっていますが、今後、市内での開業をさらに高めるとともに、操業を持続できるようにしていくためには、事業環境への支援の充実が不可欠です。これまで、立地コスト等の要因から、本市を創業の地とする事業者が多くみられる傾向にありますが、このところの名古屋市内の不動産価格の下落や周辺自治体でのインキュベーター施設※の開設などにより、本市の優位性の低下が懸念されます。　　

こうした中、周辺の競合施設の状況や、需要動向を見極め、低廉な貸工場・貸事務所を提供するインキュベーター施設の整備について検討を進めるものとします。また、ハード整備に加え、起業家や創業間もない経営者等を対象として、専門家による起業相談、創業支援サービスの提供などのソフト面からも、事業を円滑に軌道に乗せるための支援のあり方を検討していきます。
※インキュベーター施設：創業期の事業者・個人に対して、低廉な賃料の事務・生産・研究のスペースとともに、様々な創業支援サービスを提供し、起業家の創業を促し、地域への定着を図る施設。

◇　インキュベーター施設整備　【新規】

	概　　要
	ワンストップサポートセンターのハード整備の検討にあわせ、インキュベーター施設のニーズの調査・検討を行い、施設整備やインキュベーションマネージャーの設置等、ハードとソフトの両面からの整備について、調査・検討していきます。

	連携先
	商工会議所

	実施時期
	平成21年度（調査・検討）


2-6　創業支援制度の充実

　
春日井市の高い開業率を活かしていくためには、前述のインキュベーター機能の整備に加え、資金面での環境整備をさらに充実させ、企業のスタートアップを支援していくことが必要です。

近年では、民間金融機関においても、創業支援型融資が充実されつつあることから、これらの活用促進に向け、利子補給制度を拡充します。

◇　創業支援利子補給事業　【拡充】

	概　　要
	現在、株式会社日本政策金融公庫（旧国民生活金融公庫）の創業資金融資に限定している利子補給制度について、同様の融資を行う市内の金融機関に対象を拡大します。

	連携先
	株式会社日本政策金融公庫、市内金融機関

	実施時期
	平成21年度～


2-7　商店街空き店舗活用事業の充実
現在、商店街活性化については、商業者の取組みだけでなく、まちづくり団体やボランティア組織等の幅広い団体の協力が不可欠となっており、空き店舗対策においても、これらの入居をより広範に支援することが求められています。

このため、商店街空き店舗活用事業について、助成対象を拡大します。

◇　商店街空き店舗活用事業　【拡充】
	概　　要
	現在、助成対象を商店街振興組合に限定している商店街空き店舗活用事業について、助成対象を拡大します。


	連携先
	商工会議所、商店街連合会、国、県

	実施時期
	平成21年度～


2-8　商店の魅力づくりへの支援
商業活性化にあたっては、各個店の魅力アップが必要ですが、市内においては、“パパ・ママストア”と呼ばれる家族形態の商店も多く、新しい店舗づくりのノウハウが不足している状況もみられます。

こうした中、商業活性化の模範となり、地域の核となることが期待される店舗の魅力づくりを促進していくことが重要です。

このため、商工会議所が実施する専門家による店舗の診断・指導（繁盛店育成モデル事業）と連携し、商店の改装を支援します。
◇　商店育成モデル事業　【新規】

	概　　要
	商工会議所が行う繁盛店育成モデル事業に基づく商店の改装に対する助成制度を創設します。

	連携先
	商工会議所

	実施時期
	平成21年度～


基本目標３　連携の促進

3-1　地域連携コーディネート機能の整備

　

地域の政策資源を有効に活用し、新たな商品づくりや技術開発に結びつけていくことが求められる中、地域のニーズ（顧客の求めるもの）とシーズ（技術・材料・人材等）を把握し、それらを組み合わせていく地域連携の担い手が期待されています。

こうした中、企業や技術の情報受発信・交流機能の整備を進め、大学、企業、地域のニーズとシーズの多様なマッチングを図っていくコーディネート機能を整備していきます。

◇　地域連携コーディネーターの設置　【新規】

	概　　要
	ワンストップサポートセンターのハード整備の検討にあわせ、地域連携コーディネーターの設置を調査・検討していきます。

	連携先
	国、県、商工会議所

	実施時期
	平成21年度（調査・検討）


3-2　マッチングイベントの開催・参加支援

　

近年、系列を超えた調達の多様化が進んでおり、既存取引の見直しにつながる厳しい状況となっていますが、中小企業にとっては、新規参入の新たなチャンスともなっています。

こうした中、新たな取引獲得に向け、マッチングイベント等の開催・参加支援を行っていきます。
◇　マッチングイベントの開催　【拡充】

	概　　要
	かすがい発見ビジネスフォーラムなどのマッチングイベントの企画を充実させるとともに、市広報、会議所ニュース、ホームページ等を活用し、幅広い参加を促していきます。

	連携先
	商工会議所、尾張・東濃ものづくり産学官ネットワーク

	実施時期
	平成21年度～


◇　販路拡張助成事業　【継続】

	概　　要
	展示会・見本市等への中小企業の出展に係る小間料に対する助成を行います。

	連携先
	－


3-3　産学交流の機会の充実

　

産学連携は、技術課題の克服や新たな製品・技術開発にとって有効な手段であり、今後、中小企業からの幅広い取組みが期待されます。しかし、現状では産学連携に至る“きっかけ”が不足している状況にあり、参加しやすい産学交流の機会づくりが求められています。

　このため、関係機関と連携しながら、参加しやすい交流イベント（セミナー等）の企画・開催をしていきます。また、“きっかけ”づくりの一環として、商工会議所の配信機能を活用して、知的財産を始めとする大学の未活用資源の情報発信等を図っていきます。

◇　産学共同促進事業　【拡充】
	概　　要
	技術開発や販路開拓啓発に関するセミナー開催、コーディネーターの企業訪問等の中で、“産・産”“産・学”の連携を促進していきます。

	連携先
	商工会議所、中部大学、名古屋工業大学、国、尾張・東濃ものづくり産学官ネットワーク

	実施時期
	平成21年度～


◇　産学共同研究事業　【継続】
	概　　要
	産学共同研究等を行う企業に対する助成を行います。

	連携先
	国、県


3-4　商店街の自発的な活性化活動への支援

商店街の再生のためには、「暮らし」「防災」「福祉」「文化」等との連携を意識したまちづくりが重要であり、幅広い観点から取り組んでいくことが求められています。
また、複数の商店街が連携した広域的な活性化の取組みが期待されています。
こうした中、各商店街を対象とした既存メニューからの選択型の助成を行ってきた従来の商店街振興策を見直し、自発的な取組みを促す枠組みへ移行させていくことが必要となっています。

このため、地権者、ＮＰＯ、大学、周辺商店街などとの幅広い連携について積極的な姿勢で取り組む“がんばる商店街”に対する支援を充実させていきます。具体的には、提案公募型の事業を創設することにより、商店街振興組合等が自発的に企画、提案する活性化事業について支援を行っていきます。
また、複数の商店街が連携して取り組む事業については、助成割合を高めるなどのインセンティブを与え、より広域での取組みを促していきます。

◇　商店街振興活性化事業　【新規】
	概　　要
	①商店街の活性化の取組みに対して、提案公募型の助成制度を創設します。
②積極的な提案をサポートするため、アドバイザーの派遣を調査・検討していきます。

	連携先
	商店街連合会、国、県、商工会議所、中部大学

	実施時期
	①平成21年度～

②平成21年度（調査・検討）
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基本目標４　情報発信力の強化
4-1　サボテンキャラクターの地域シンボルとしての活用
実生栽培日本一といわれる「春日井サボテン」に
着目し、市と商工会議所が取り組んでいるサボテン
プロジェクトでは、特産品等の開発と平行して、
「春代、日丸、井之介」のサボテンキャラクターの
普及を図っています。観光資源の少ない春日井にお
いては、食品等の特産品の開発と地域ＰＲの双方を
一体で進めることは、魅力創出の面で効果的であり、
農商工連携による一層の活用が期待されています。
こうした中、「春日井サボテン」を地域シンボルと
して活用していくため、サボテンプロジェクトを強
化・推進します。

◇　サボテンブランド育成事業　【拡充】

	概　　要
	サボテンの食材としての活用をさらに進めるとともに、サボテンキャラクターを地域シンボルとして活用していくため、商品化の促進、商店街とのタイアップ、アンテナショップ（マーケティングのための店舗）の設置支援等を進めていきます。

	連携先
	商工会議所、サボテン生産組合、国、中部大学、名城大学、商店街連合会

	実施時期
	平成21年度～


◇　サボテンフェアの支援　【継続】
	概　　要
	春日井市の特産品であるサボテンをテーマにして観光協会が開催する｢サボテンフェア｣に対する助成を行います。

	連携先
	観光協会、サボテン生産組合、商工会議所、特産品認定業者協議会


4-2　商店街散策情報等の発信

近年、身近な文化や歴史への関心の高まりなどから、中高年を中心として、まち歩きや散策へのニーズが拡大しています。本市では、自然や歴史に関する観光資源は乏しいものの、「こだわり商品」を提供する個性的な店舗が多く、これらの店舗や商品も魅力的な地域資源となっています。また、商店街連合会においても、一店逸品運動を展開し、個店の商品づくりを支援しており、魅力的な店舗や商品が育ってきています。
こうした中、観光協会等と連携し、元気な店舗、特色ある店舗、隠れた名店、個性的な商品・サービスを、街並みや観光・散策スポットとあわせて情報発信を行い、来訪者の拡大を図っていきます。

◇　かすがい・おすすめ散策マップ作成支援　【新規】

	概　　要
	観光協会が関係機関との連携を図りながら作成する、店舗や観光・散策スポットのガイドマップなどに対する助成を行います。

	連携先
	観光協会、商店街連合会、商工会議所、特産品認定業者協議会

	実施時期
	平成21年度～


4-3　市内企業の製品・歴史等のＰＲ充実
市内で操業している企業やその製品は、“春日井”を広く全国に紹介する担い手であり、一方、企業にとって情報発信は、単に製品のＰＲだけでなく、従業員の確保や取引先の拡大など、さまざまな効果が期待されます。
また、廉価な海外製品に圧倒されてきた日本製品について、このところ品質面や環境面から見直しの動きが広がってきているとともに、企業文化への関心も高まりつつあります。

このため、市内企業の製品、歴史等について、市民を始め、内外に情報発信を進めることが重要であり、市広報・ホームページ等を通じて、ＰＲを図っていきます。

◇　市内企業の紹介　【新規】

	概　　要
	新たに誘致した企業や商工会議所から推薦を受けた企業について、市広報、ホームページ等を通じて、企業の製品、歴史、経営理念などを紹介します。

	連携先
	商工会議所、国、県

	実施時期
	平成21年度～


4-4　ワーク・ライフ・バランス※取組み企業の紹介
少子高齢化や労働力不足が進展する中、仕事と生活の調和をとりながら多様な生き方が選択・実現できる環境づくりが求められています。企業にとっても仕事と家庭の両立支援は、優秀な人材の確保・定着だけでなく、企業のイメージアップ、従業員の意欲の向上などの面から、その積極的な対応が求められています。
こうした職場づくりに取り組んでいる企業を紹介し、育児、介護休業制度についての情報を分かりやすく提供します。

※ワーク・ライフ・バランス：仕事と生活の調和をとろうとする考え方。

◇　ワーク・ライフ・バランス取組み企業の紹介　【新規】

	概　　要
	育児、介護休暇制度等について積極的に取り組んでいる企業を、市広報、ホームページ等を通じて紹介します。また、愛知県ファミリーフレンドリー企業への登録を促していきます。

	連携先
	県

	実施時期
	平成21年度～



基本目標５　次世代の担い手育成

5-1　産業人材育成事業の充実

　春日井市の産業振興を図っていくためには創造的な人材の育成が不可欠です。とりわけ、市場環境が目まぐるしく変化する経済状況においては、自らが課題を発見し、経営的視野を持って、主体的に取り組む人材が必要とされています。
　本市では、産業人材育成事業として、現在、中部大学との連携協定に基づき、同大学院経営情報学研究科経営学専攻（ＭＯＴ型ＭＢＡ※１）に就学させる市内企業への助成を行っていますが、同制度の拡充を図ることにより、人材面からの経営の高度化を一層促進していきます。また、インターンシップ事業の充実の中で、地域企業と大学との連携を深めていきます。さらに、市広報、ホームページ、中部大学のパンフレット等を通じて、制度の普及に努めるとともに、技術経営への理解と経営への実践を図っていきます。
※１　ＭＯＴ型ＭＢＡ：ＭＢＡは実践的経営学修士(Master of Business Administration)、
ＭＯＴは技術経営(Management of Technology)のことで、ＭＯＴ型ＭＢＡは技術経営　　を重視した実践的経営学修士。

◇　産業人材育成事業　【拡充】
	概　　要
	①中部大学経営情報学研究科経営学専攻社会人試験により大学院に入学した場合の入学料を助成します。（継続）
②中部大学ジョイント・ディグリー・プログラム※２の活用により、同大学大学院工学研究科修士課程を修了した者が、同大学大学院経営情報学研究科経営学専攻修士課程に進んだ場合の授業料に対する助成制度を創設します。（新規）

	連携先
	中部大学

	実施時期
	平成21年度～


※２　ジョイント・ディグリー・プログラム：「経営の分かるエンジニア」や「技術の分かる経営者」人材を育成するため、中部大学大学院工学研究科修士課程（２年間）を修了した者が、同大学大学院経営情報学研究科経営学専攻修士課程（１年間）を修了することにより、工学修士号と経営学修士号の両方を取得するプログラム。
5-2　実践的な後継者育成事業の充実

　

　企業の持続的な成長にとって後継者育成は不可欠であり、本市で操業する商工業者の後継者が切磋琢磨しつつ成長していける環境整備が求められています。
このため、大学、経営者ＯＢ、熟練技術者が積極的に参加し、バックアップする形で、後継者を育成する実践的な研鑽の場を創設し、将来の本市の産業を担う後継者育成を図っていきます。

また、後継者不足が大きな問題となっている商店街については、関係者だけでなく、より多くの人が商業に関心を持つように働きかけていきます。

◇　後継者経営塾の開催　【新規】
	概　　要
	中部大学の持つ知的・人的資源を活用し、商工業の各分野において、少数精鋭型の技術・経営講座を企画します。

	連携先
	商工会議所、中部大学

	実施時期
	平成21年度～


5-3　雇用促進の支援

　企業の持続的な成長にとって、経営者層だけでなく、その事業活動を支えていく人材の確保が重要です。こうした人材確保においては、企業の業務内容や働きがいなどについて、企業から求職者への積極的なＰＲを行うことが必要です。
　このため、企業と求職者のマッチング機会の充実を図るとともに、人材確保を支援するための助成制度を創設します。
◇　雇用促進支援事業　【新規】

	概　　要
	雇用促進の観点から、市内企業が一定期間に雇用した従業員数に応じた助成制度を創設します。

	連携先
	－

	実施時期
	平成21年度～


◇　就業支援事業　【新規】

	概　　要
	大学の就職担当者や企業の求人担当者と協議・連携し、求職者と企業のマッチングの場を設けます。

	連携先
	商工会議所

	実施時期
	平成21年度～


5-4　機動的な支援体制の構築
　企業誘致や企業の育成・支援にあたっては、企業のニーズをいち早く把握して行動することが重要となっています。
このため、さらに企業支援を積極的に展開できるよう新たな組織づくりと機動的な支援体制の構築を進めていきます。

◇　新たな組織づくり　【新規】
	概　　要
	企業活動及び企業誘致を支援し、経済振興による健全な財政基盤づくりを推進するため、新たな組織をつくります。

	連携先
	－

	実施時期
	平成21年度


5-5　国、県、大学、金融機関などとの連携の強化

技術開発を始めとする企業支援の効果的な展開のためには、関連施策の横断的な情報提供機能の整備が求められます。
このため、前述のワンストップサポート体制において、市と商工会議所が一体的に連携することはもとより、関係機関等との一層の連携強化や職員の資質向上を図っていきます。
◇　人材育成に向けた連携の強化　【拡充】

	概　　要
	国、県、中部大学等の担当窓口への定期的な訪問活動と情報入手を強化していきます。また、人事交流による連携や研修の強化を図り、職員の資質向上を図ります。

	連携先
	国、県、中部大学、金融機関

	実施時期
	平成21年度～




	具体的な取組み

	

	項　目
	事　業　名
	連　携　先
	区分

	
	分類
	名　　称
	
	誘致
	育成
	創業

	
	
	
	

	1-1
	ワンストップサポート機能の整備
	新規
	ワンストップサポートセンター整備事業
	商工会議所
	○
	○
	○

	
	
	新規
	市・商工会議所の調整会議の設置
	商工会議所
	○
	○
	○

	1-2
	市内企業に対する助成事業の充実


	新規
	設備投資助成事業
	国、県
	
	○
	

	
	
	新規
	企業信用力向上事業
	国、県、日本情報処理開発協会
	
	○
	

	
	
	継続
	中小企業知的財産権取得促進事業
	国、商工会議所
	
	○
	

	
	
	継続
	国際標準化機構認証取得促進事業
	商工会議所
	
	○
	

	
	
	継続
	商工業振興資金融資信用保証料助成事業
	県、愛知県信用保証協会
	
	○
	

	
	
	継続
	中小企業退職金共済助成事業
	中小企業退職金共済事業本部、商工会議所
	
	○
	

	1-3
	セミナー等の充実と情報提供
	新規
	実践型セミナーの開催
	商工会議所、中部大学、名古屋工業大学
	
	○
	

	
	
	継続
	研修助成事業
	中小企業大学校、春日井中小企業職業能力開発学院
	
	○
	

	2-1
	工場立地に向けた制度・庁内支援体制の整備
	新規
	工業用地の確保に向けた制度・庁内支援体制の整備
	－
	○
	○
	○

	
	
	新規
	企業立地コーディネーター制度の検討
	国、県、（独）中小企業基盤整備機構
	○
	○
	○

	2-2
	工場立地に対する助成制度などの充実
	新規
	企業立地奨励事業
	－
	○
	○
	○

	
	
	拡充
	企業立地等支援事業
	県
	○
	○
	○

	2-3
	企業が連携して行う事業環境整備の支援
	新規
	工業振興共同事業
	－
	
	○
	

	2-4
	新分野進出支援事業の充実
	新規
	新分野進出等企業支援事業
	ふるさと財団
	
	○
	

	2-5
	インキュベーター機能の整備
	新規
	インキュベーター施設整備
	商工会議所
	
	
	○

	2-6
	創業支援制度の充実
	拡充
	創業支援利子補給事業
	㈱日本政策金融公庫、市内金融機関
	
	
	○

	2-7
	商店街空き店舗活用事業の充実
	拡充
	商店街空き店舗活用事業
	商工会議所、商店街連合会、国、県
	
	○
	○

	2-8
	商店の魅力づくりへの支援
	新規
	商店育成モデル事業
	商工会議所
	
	○
	

	3-1
	地域連携コーディネート機能の整備
	新規
	地域連携コーディネーターの設置
	国、県、商工会議所
	○
	○
	○

	3-2
	マッチングイベントの開催・参加支援
	拡充
	マッチングイベントの開催
	商工会議所、尾張・東濃ものづくり産学官ﾈｯﾄﾜｰｸ
	
	○
	○

	
	
	継続
	販路拡張助成事業
	－
	
	○
	○

	3-3
	産学交流の機会の充実
	拡充
	産学共同促進事業
	商工会議所、中部大学、名古屋工業大学、国、尾張・

東濃ものづくり産学官ﾈｯﾄﾜｰｸ
	
	○
	○

	
	
	継続
	産学共同研究事業
	国、県
	
	○
	○

	3-4
	商店街の自発的な活性化活動への支援
	新規
	商店街振興活性化事業
	商店街連合会、国、県、商工会議所、中部大学
	
	○
	

	4-1
	サボテンキャラクターの地域シンボルとしての活用
	拡充
	サボテンブランド育成事業
	商工会議所、サボテン生産組合、国、中部大学、名城大学、商店街連合会
	
	○
	

	
	
	継続
	サボテンフェアの支援
	観光協会、サボテン生産組合、商工会議所、特産品認定業者協議会
	
	○
	

	4-2
	商店街散策情報等の発信
	新規
	かすがい・おすすめ散策マップ作成支援
	観光協会、商店街連合会、商工会議所、特産品認定業者協議会
	
	○
	

	4-3
	市内企業の製品・歴史等のPR充実
	新規
	市内企業の紹介
	商工会議所、国、県
	○
	○
	○

	4-4
	ワーク・ライフ・バランス取組み企業の紹介
	新規
	ワーク・ライフ・バランス取組み企業の紹介
	県
	
	○
	

	5-1
	産業人材育成事業の充実
	拡充
	産業人材育成事業
	中部大学
	
	○
	

	5-2
	実践的な後継者育成事業の充実
	新規
	後継者経営塾の開催
	商工会議所、中部大学
	
	○
	

	5-3
	雇用促進の支援
	新規
	雇用促進支援事業
	－
	
	○
	

	
	
	新規
	就業支援事業
	商工会議所
	○
	○
	○

	5-4
	機動的な支援体制の構築
	新規
	新たな組織づくり
	－
	○
	○
	○

	5-5
	国・県・大学・金融機関などとの連携の強化
	拡充
	人材育成に向けた連携の強化
	国、県、中部大学、金融機関
	○
	○
	○


■春日井市産業振興アクションプラン
施策体系図








第５章　計画の推進に向けて
第５章　計画の推進に向けて
この計画は、企業誘致や企業育成を図ることにより、春日井市の地域経済の成長を促し、「ベッドタウンからライフタウンへ」の推進エンジンの役割を担う戦略的実行計画です。

その役割を効果的に発揮していくためには、商工会議所との一体的な連携体制のもと、中部大学を始めとする市内外の研究機関や金融機関等との関係を強化し、地域の政策資源（ひと、もの、かね、ちえ、わざ）を結集していくことが重要となっています。
一方、市内企業においては、それぞれが抱えるさまざまな経営課題にワンストップで対応し、きめ細かなサービスや情報の提供を行う支援体制が求められています。

このため、アクションプラン推進の中核として、また、市内における総合的な企業支援の窓口として、市と商工会議所の持つ企業支援機能を集積させるとともに、これを支える庁内支援体制の整備を行なっていきます。

さらに、これら一連の事業が計画的かつ効果的に行われているかフォローアップする体制を取っていきます。
１　中核拠点の整備

計画推進の中核拠点として、市と商工会議所の持つ企業支援機能を集積し、あわせて市内における企業支援の総合窓口化を進めていきます。

このため、企業相談などで蓄積された企業ニーズ等の集約化を図り、迅速な協働体制づくりを担っていきます。また、事業の円滑な運営・推進に向け、市と商工会議所の間でサービスについての情報共有を進め、意識の共有化を図るとともに、企業誘致、ベンチャー企業の育成といった専門分野には専任スタッフ（非常勤を含む）を配置することについて検討していきます。

さらに、国、県、その他関係機関が提供しているサービスについても、積極的に関わっていける体制づくりを構築し、市の産業振興部門と商工会議所が連携して、窓口の一元化とサービス提供の集約化を図っていきます。

２　制度・庁内支援体制の整備

国際競争や地域間競争が激化し、地域経済をめぐる環境が厳しさを増す中、企業が抱える経営課題は一層複雑となり、分野的にも多岐にわたるようになっていることから、市内企業の支援には、全庁的なバックアップ体制が重要となっています。

また、企業から要請の高い用地確保等の立地支援については、平成21年度に予定されている都市計画マスタープラン※の改定にあわせて、効果的な対応策を検討していくことが必要です。

このため、条例や各種助成制度の整備、立地支援に向けた庁内体制の整備、立地希望企業と用地保有者とのマッチング機能の構築などについて、検討を進めていきます。

※　都市計画マスタープラン：都市の将来像やまちづくりの基本方針を明らかにするとともに、地域ごとのまちづくりの考え方を示すことにより、都市計画の総合的な指針として位置づけるもの
３　計画のフォローアップ
春日井市の産業振興を着実に推進していくため、アクションプランに掲げた事業が計画的かつ効果的に実施されているかを評価し、状況に応じて改善を図っていくフォローアップの仕組みが求められます。

このため、毎年の実施状況の検証を行うとともに、施策の利用状況、有効性について、客観的な評価を行い、改善行動につなげていく、計画（Plan）・実行（Do）・評価（Check）・改善（Action）のサイクルを確保していきます。

　

計画の推進に向けたイメージ


[image: image10.emf]国

・

県

国

・

県

中部大学

中部大学

関係機関

関係機関

金融機関

金融機関

商工会議所

商工会議所

市

市

協力・連携

ワンストップサポートセンター

情報 支援

情報

情報

情報

企業誘致

企業の育成・

活動支援

創業支援






売場面積


年間販売額


500㎡未満


500㎡以上3,000㎡未満


3,000㎡以上


500㎡未満


3,000㎡以上


500㎡以上3,000㎡未満


※岡崎市、一宮市、豊田市は合併前の旧市町村を足したもの


資料：あいちの商業





商業における特定地域内での共同店舗等の


商業施設新築事業助成



































【次世代の担い手育成】





産業活力の維持・発展に向け、起業家、次世代経営者等の育成を推進します。


　　併せて、商工会議所等の関係機関と連携し、機動的な施策運営ができる人的体制の強化を進めていきます。





【連携の促進】





地域内外のさまざまなマッチングを促進し、取引、連携、協働が積極的に実施される環境・機会の提供を推進します。





【情報発信力の強化】





春日井のブランド力を高めるため、市内の企業・特産品・街並み等についての情報発信力を強化します。





【優れた事業環境の提供】





恵まれた立地条件・交通条件を活かし、事業者や起業家に向け、優れた事業環境の提供を推進します。





スルーセンター･クロスドック※




















【企業に選ばれるサービスの提供】





市・商工会議所・関連団体などが効果的な分担体制のもとで連携し、企業に選ばれる質の高いサービスの提供を推進します。











①　恵まれた立地条件のもと中部圏内外から優良企業が集まる春日井


②　優れた技術と生産基盤により持続的に企業が成長する春日井


③　多様な産学連携のもとイノベーションとビジネスアイデアが創出される春日井








平成20年２月





企業誘致





創業支援





１　恵まれた立地条件のもと中部圏内外


から優良企業が集まる春日井





春日井市が目指す


産業振興の将来像（ビジョン）





企業の育成・


活動支援





売場面積





500㎡以上3,000㎡未満





（資料）商業統計、住民基本台帳


○岡崎市、一宮市、豊田市は合併前の旧市町村を足したもの











（資料）工業統計（平成18年）








（資料）事業所・企業統計





○開業率：新設事業所数／前調査年度事業所数


○岡崎市、一宮市、豊田市は合併前の旧市町村を足したもの








 創業支援





○「すぐにでも必要である」「近い将来必要である」「状況によって必要となる可能性がある」と回答した事業者の集計
































500㎡未満





500㎡以上3,000㎡未満





3,000㎡以上





500㎡未満





3,000㎡以上





年間販売額





企業の育成・


活動支援





企業誘致





取組み





○　ワンストップサポートサービスを確立します


○　地域の政策資源を効果的に活用します


○　地域経済の成長を自立的なものとします








産業振興アクションプラン


（目標の達成に向けた戦略的実行計画）








第五次春日井市総合計画


（新長期ビジョン2008－2017）


目標４


「　にぎわいと活力に満ち、未来に輝くまち　」
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セミナー等の企画開催・情報提供など人材育成機会の提供など





工場跡地、空き店舗などの不動産情報の提供、立地助成制度の提供など





立地支援機能





人材育成機能





ワンストップサポート機能








技術マッチング、取引などを支援する情報提供など





市及び商工会議所の関連部局の窓口・相談機能など





マッチング機能





総合相談機能





助成・支援制度の紹介・相談、申請に関するアドバイス・支援など





技術・商品開発支援機能











３　多様な産学連携のもとイノベーションと


ビジネスアイデアが創出される春日井





２　優れた技術と生産基盤により持続的に


企業が成長する春日井





47





基本目標２


優れた事業環境の提供





9





※スルーセンター・クロスドック


　在庫を持たない荷物の仕分け、積み替えのための配送施設





基本目標３


連携の促進





基本目標１


企業に選ばれるサービス


の提供








基本目標４


情報発信力の強化





基本目標５


次世代の担い手育成


の強化





8.2





にぎわいと活力に満ち、未来に輝くまち
































第１回かすがい発見ビジネスフォーラム風景








サボテンキャラクター
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